
企業グループ理念

日本製紙グループは世界の人々の豊かな暮らしと文化の発展に貢献します

理 念 Mission 社会の中での存在理由・意義

以下の要件を満たす、社会から永続的に必要とされる企業グループ
1. 事業活動を通じて持続可能な社会の構築に寄与する
2. お客様のニーズに的確に応える
3. 社員が誇りを持って明るく仕事に取り組む
4. 安定して利益を生み出し社会に還元する

目指す企業像 Vision 理念実現のために目標として目指す姿

Challenge, Fairness, Teamwork

重視する価値 Value 理念実現のために社員が重視する価値、判断基準

スローガン Slogan 事業環境を織り込んだ当面の方針

 日本製紙グループは、長年にわたって木を育み、紙を造り、暮らしや文化を支える製品を幅広く提供してきました。

 健全な森林経営の実践とそこから産出される木材を余すことなく活用する様々な事業は、地球温暖化や資源枯渇の防止な

どの社会的な課題の解決に結びつき、持続可能な社会の構築に貢献しています。

 そしてこれからも、未来に向けて再生可能な森林資源の価値最大化を目指し、木材の優れた特性を引き出した多彩な製品

やサービスを提供し続けます。

木とともに未来を拓く ～日本製紙グループ～
木とともに未来を拓く総合バイオマス企業として、これまでにない新たな価値を創造し続け、
真に豊かな暮らしと文化の発展に貢献します。
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企業グループ理念の実現に向けた重要課題（マテリアリティ） 一目でわかる日本製紙グループ

目
指
す
企
業
像

日本製紙グループの
マテリアリティ

選定した背景と
貢献するSDGs

以下の要件を満たす、
社会から永続的に必要と
される企業グループ

策定プロセス
企業グループ理念を実現するために取り組むべき課題を社内で抽出し、従来のマテリアリティとの

照合やガイドラインなどによる検証を行いました。さらに、外部意見の確認、有識者との対話を経て、

日本製紙取締役会で審議し決定しました。

日本製紙グループは、取り巻く環境の変化に対応しながら企業グループ理念の「目指す企業像」の４要件を満たすためのマテリアリティ

を明確に定めています。さらに、2030ビジョンで取り組む「事業構造転換の推進」をマテリアリティに加え、企業の成長と、社会・

環境の持続可能性をともに追求するサステナビリティ経営を推進していきます。

世界の人々の
豊かな暮らしと
文化の発展に貢献

紙事業

その他事業 板紙事業

木材・建材・
土木建設関連事業 パッケージ事業

エネルギー事業

ケミカル事業

家庭紙・
ヘルスケア事業

原木、製建材、
製紙原燃料など

ティシュー、トイレットロール、
大人用紙おむつなど

電力販売

溶解パルプ、化成品、
機能性フィルムなど

【 国 内 】
液体用紙容器など
【 海 外 】
段ボール、

カップ原紙など

レジャー施設運営、
物流・倉庫管理など

段ボール原紙、
白板紙など

新聞用紙、
印刷・情報用紙など

多様な製品・サービス

総合バイオマス企業とは…安定した利益を生み出す複数の事業で構成され、再生可能な木質資
源を多様な技術・ノウハウによって最大活用し、循環型社会の形成に貢献する製品を幅広く提
供することで利益の拡大につなげ、豊かな暮らしと文化の発展を実現する企業グループ

日本製紙グループは、木とともに未来を拓く総合バイオマス企業

●多様な働き方の実現
●多様な人材の活躍
●労働安全衛生の推進

日本製紙グループは世界の人々の豊かな暮らしと文化の発展に貢献します理念

1事業活動を通じて持続可能な社会の
構築に寄与する

バリューチェーンを通じた
●気候変動問題への対応
●持続可能な森林資源の活用
●生物多様性の保全
●環境負荷の低減
●資源循環の推進
●人権の尊重

日本製紙グループの基盤は森林資源
です。環境・社会・経済は密接に関連し、
バリューチェーン全体で取り組む必要
がある課題です。

2お客様のニーズに的確に応える

●社会環境の変化への対応
　（環境配慮やヘルスケアなど）
●製品の安定供給・安全性向上

社会の変容に伴い、お客様のニーズ
も変化します。求められる製品の安
定供給と、製品の安全性、品質の確
保は不可欠な取り組みです。

3社員が誇りを持って明るく仕事に取り組む

社会・経済の成長を支えるために、
当社グループにおいて多様な人材が
価値創造力を発揮できる職場づくり
が重要です。

上記1、2、3の取り組みに加えて、
●事業構造転換の推進
●ガバナンスの充実
●地域・社会との共生
●ステークホルダーとの対話4安定して利益を生み出し

社会に還元する

持続可能な社会の構築に貢献するた
めには、安定的に利益を出すことが
前提です。社会で必要とされる企業
グループを目指します。

1兆6,393億円総資産

（2021年度）
1兆451億円売上高

（2021年度）
121億円営業利益

16,129人連結従業員数

事業規模
（2022年3月末）

（ 国内社有林 約9万ha/約400カ所 ）

（ 海外植林地 約7万ha ）

（ 国内関係会社 116社 ）

（ 海外関係会社 43社 ）

159社グループ会社数

約16万ha管理する森林面積
（2021年12月末）

日本製紙グループ統合報告書2022日本製紙グループ統合報告書2022 0302
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大日本再生製紙
（1940年設立）

島根化学工業
（1944年設立）

山陽パルプ
（1946年設立）

山陽パルプ工業
（1937年設立）

昭和産業
（1937年設立）

岳陽製紙
（1935年設立）

大正工業
（1917年設立）

駿富製紙
（1916年設立）

抄紙会社
（1873年設立）

大正製紙
（1912年設立）

国策パルプ工業
（1938年設立）

東北振興パルプ
（1938年設立）

大昭和製紙
（1938年設立）

昭和製紙
（1927年設立）

寿製紙
（1919年設立）

東北パルプ
（1949年改称）

十條製紙
（1949年設立）

大昭和パルプ
（1968年設立）

山陽スコット
（1961年設立）

山陽国策パルプ
（1972年設立）

日本製紙ケミカル
（2002年分社）

日本紙パック
（2002年分社）

クレシア
（1993年改称・1996年合併）

日本製紙クレシア
（2006年改称）

十條キンバリー
（1963年設立）

十條セントラル
（1965年設立） 日本製紙

（1993年設立）

日本製紙
（2012年・2013年合併）

日本大昭和板紙
（2003年再編）

日本製紙グループ本社
（2004年改称）

日本ユニパックホールディング
（2001年設立）

日本板紙
（1997年合併・改称）

主な海外事業
アールストローム社と共同で感熱紙
生産会社を設立（十條サーマル社）1992

【洋紙発祥の碑】
日本の洋紙生産は東京都北区王子が発祥の地。
旧王子製紙解体後、王子工場跡地は十條製紙が
所有し現在に至る。

東北パルプと合併
（現 日本製紙石巻工場）

山陽国策パルプと合併

1968 大昭和製紙と経営統合2001

1993
旧王子製紙が十條製紙・
本州製紙・苫小牧製紙の
3社に分割

1949

紙・板紙事業

海外売上高比率
（2010年度以降）

生活関連事業

エネルギー事業

木材・建材・
土木建設関連事業

その他事業

• 1991年度以前は十條製紙単体での売上高
• 1992年度以降は連結ベースでの売上高
• 2000年度以前はセグメント区分なし、2001年度から2017年度は旧セグメント
　（ ■紙・パルプ事業、 ■紙関連事業、 ■木材・建材・土木関連事業／木材・建材・
土木建設関連事業 、 ■その他事業 ）

ブラジルの植林 ・ チップ生産輸出事
業を共同買収（AMCEL社）2006 SCGペーパー社と多用途薄物産

業用紙合弁会社を設立（SNP社）2012 ウェアーハウザー社の液体用紙容
器原紙事業譲受け（NDP社）2016 オローラ社豪州  ・ NZ事業の板紙

パッケージ部門譲受け（Opal社）2020オーストラリアン ・ ペーパー社全株
式取得（Opal社）2009

連結売上高1兆円突破1995
年度

日本製紙グループの歩み

紙とともに歩み、
そして未来へ
日本の紙の歴史とともに歩み続けてきた日本製紙グループは、

合併や統合により企業規模や事業領域を拡大させ成長してきました。

再生可能な木質資源を多様な技術・ノウハウによって最大活用し、

総合バイオマス企業としての事業展開を進めていきます。

日本製紙グループ統合報告書2022日本製紙グループ統合報告書2022 0504
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